
 
 

令和８年８月 27日 

 

 横浜市金沢区長 齋藤 真美奈 様 

 

横浜市金沢スポーツセンター指定管理者選定委員会  

委員長 備前 嘉文  

 

横浜市金沢スポーツセンター指定管理者選定委員会の選定結果について（報告） 

 

 標記結果について、平成 24 年３月 22 日金地振第 1582 号「横浜市金沢スポーツセ

ンター指定管理者選定委員会運営要綱」第 10条に基づき、別紙のとおり報告します。 
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１ 経緯 

  横浜市金沢スポーツセンターの第５期指定管理者の選定にあたり、横浜市金沢スポーツ

センター指定管理者選定委員会（以下、「選定委員会」という。）は、応募者から提出され

た応募書類の内容審査や公開プレゼンテーションを行いました。 

  このたび、審査が終了し、指定候補者を選定いたしましたので、ここに選定結果を報告

します。 

 

２ 選定委員会 委員 

委員長 備前 嘉文 （國學院大學 人間開発学部 教授） 

委員 榎元 千恵 （税理士） 

  寺木 好子 （金沢区民生委員児童委員協議会 会長） 

  高麗 宣二 （金沢区スポーツ推進委員連絡協議会 顧問） 

  鈴木 正徳 （金沢区社会福祉協議会 会長） 

 

３ 指定候補者 選定の経過 

経過項目 日程 

◆第１回選定委員会（傍聴人２名） 

１ 委員長の選出について 

 ２ 委員会の公開について 

３ 公募要項及び業務の基準について 

４ 選定スケジュールについて 

５ 評価基準項目について 

令和８年５月 11日（月） 

公募書類の配布（ホームページにて公表） 令和８年５月 12日（火） 

～７月３日（金） 

現地見学会兼公募説明会 

※申込は、５月 22日（金）正午まで 

（申込２団体、３名） 

令和８年５月 25日（月） 

公募に関する質問受付（１団体、４問） 令和８年５月 26日（火） 

～６月１日（月） 

公募に関する質問回答 令和８年６月５日（金） 

応募書類の提出（１団体） 令和８年６月 29日（月） 

～７月３日（金） 

◆第２回選定委員会 

１ 公開プレゼンテーション（傍聴人３名） 

２ 審査 

令和８年８月 27日（木） 

◆は選定委員会 

 

４ 選定にあたっての考え方 

  選定委員会では、「横浜市金沢スポーツセンター第４期指定管理者公募要項」（以下、「公

募要項」という。）においてあらかじめ定めた「指定管理者選定の評価基準」に従って、応

募者から提出された応募書類を審査し、指定候補者を選定しました。 

  選定にあたっては、応募書類の内容審査及び公開プレゼンテーション（発表及び質疑）

を行いました。 

  なお、評価は、各委員が加減点項目を除く評価基準項目の合計 103 点満点で採点した上

で、平均点を取って委員会としての点数としました。また、その他特記加点・減点事項の

加減-5～+25点をもって評価に加える事ができることとしました。 
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項目 審査の視点（例） 配点 

１ 団体の状況（様式９） ９ 

 

(1)施設の管理運営

の基本方針 

本市の行政課題及び施策を踏まえた施設管理の基本方針について示

されているか。事業者の理念、基本方針及び業務実績などが、公共性の

高いものであり、公の施設の管理運営者としてふさわしいものであるか。 

また、事業者の財務状況は健全か。 

３ 

(2)基本方針を実施

する為の目標及び

実施策 

基本方針を踏まえた当該施設分野等の目標及び実施策について示さ

れているか。 

３ 

(3)安定的な経営体

力と適正な経営情

報開示（経営の透明

性） 

天災等の発生後も安定的な施設の管理運営を行うことが可能な経営

体制、経営体力、適正な経営の情報開示（透明性）、類似施設の管理

実績について示されているか。 

３ 

２ 施設の平等・公平な利用の確保（様式 10） 10 

 (1)公共性・公平性

に基づいた利用の

確保 

誰もが平等・公平に利用できる仕組みづくりと、多様な利用者への配

慮について示されているか。 

４ 

(2)多言語化に関す

る取組 

施設立地に配慮し、外国人利用者対応を踏まえた、多言語や多指向に

対応する具体的な方策が示されているか。 

２ 

(3)障害者の利用支

援に関する取組 
障害者の利用支援に対して、具体的な提案が示されているか。 

４ 

３ 施設の効用の最大限発揮（様式 11） 20 

 (1)利用者本位の

サービス提供・利用

者の支援 

・利用者の利便性向上のための新たな取組を実践・実行できる体制に

ついて示されているか。 

・貸切、個人の利用者に対しての支援策について示されているか。 

４ 

(2)広報・利用促進

活動 

・実現可能な広報・利用促進策を有しているか。 

・魅力ある教室の開催やイベント等、利用者数及び室場稼働率を向上

させる効果的・具体的な取り組みが示されているか。 

４ 

(3)スポーツ教室等

の計画 

具体性のあるスポーツ教室等の事業計画及び想定スケジュールが示

されているか。 

４ 

(4)業務履行体制 

・安全かつ効率的に業務を履行できる体制について示されているか。 

・施設運営及び建物、設備の維持管理に必要な人員を確保し、配置す

る計画となっているか。 

・職員の資質向上のための研修が計画されているか。 

４ 

(5)利用者のニー

ズ・要望・苦情への

対応 

利用者の意見、要望、苦情等の受け付け方法や、これらに対する改

善方法に具体性があるか。 

４ 

４ 本市の重要施策を踏まえた取組（様式 12） ６ 

 (1)個人情報保護・

情報公開、人権尊

重、環境への配慮、

市内中小企業優先

発注など、本市の重

要施策を踏まえた

取組 

・個人情報保護の取組に具体性があるか。情報公開への取組が適切で

あるか。 

・ヨコハマ プラ 5.3（ごみ）計画、人権尊重、男女共同参画推進な

ど横浜市の重要施策を踏まえた、取組となっているか。 

・市中小企業振興基本条例の趣旨を踏まえた取組となっているか。 

６ 
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５ 管理運営経費（様式 13） 22 

 (1)利用料金等収入

増への取組 

利用料金等の収入計画が適切であり、増収策が具体的、効果的である

か。 

８ 

(2)施設の課題等に

応じた費用配分 

利用者サービスのための経費や修繕費への配分など、施設の特性や課

題に応じた、費用配分となっているか。 

８ 

(3)適正な委託・調

達・雇用 

業務委託内容及び金額、事業者選定方法の計画について示されている

か。 

４ 

(4)指定管理料の額 

・収支計画が適切であり、効率的な経費の執行による適切な指定管理

料となっているか。 

・指定管理料の設定は、区が想定した金額以下となっているか。 

・効率性だけでなく、人件費や施設修繕費、利用者サービス向上につ

ながる経費などの必要な項目に適切に充てられているか。 

２ 

６ 施設管理（様式 14） 10 

 (1)メンテナンス及

び環境保持・環境配

慮 

・施設の維持保全、保守点検計画及びその予算について示されている

か。 

・環境保持・環境へ配慮した取組等について示されているか。 

５ 

(2)修繕等への取組 

・施設の安全確保及び長寿命化の観点から、適切な修繕費予算が確保

され、発生した修繕に対し迅速に対応できる計画となっているか。 

・建築局が実施する劣化調査や二次点検等を考慮し、優先的に行うべ

き修繕等に対応可能な計画となっているか。 

５ 

７ 安全管理（様式 15） ９ 

 

(1)平常時の体制 

・事件や事故の防止対策が適切に計画されており、安全・安心に利用

できる体制（対応・連絡等）について示されているか。 

・事業体全体の危機管理体制について示されているか。 

３ 

(2)緊急時の体制 

・事故発生時や緊急時の体制（対応・連絡等）及び救急体制について

適切に計画されており、示されているか。 

・補償体制について示されているか。 

３ 

(3)防災に対する取

組 

・横浜市防災計画等を踏まえ、公の施設としての役割を踏まえたものと

なっているか。 

・日常的に、地域と連携した取組がなされているか。 

３ 

８ 地域・関係機関との協力（様式 16） 14 

 
(1)地域支援 

・地域特性を理解し、地域課題やニーズを十分にとらえ、地域におけ

るスポーツ振興事業の取組について具体的に示されているか。 

７ 

(2)地域連携・地域

貢献・関係機関との

連携 

・地域連携や地域貢献に対する取組について、実施内容等の事業計画

が具体的に示されているか。 

・関係機関等との連携について示されているか。 

７ 

９ モニタリング（様式 17） ３ 

 (3)自己評価・第三

者評価 

事業の評価を実行するとともに、ＰＤＣＡマネジメント等の事業改善

策について示されているか。 

３ 

評価項目１～９の合計 103 

10 加減点項目（様式８、様式８-２） 25 

 

(1)市内中小企業等

であるか 

市内中小企業等 

・市内中小企業 

・中小企業等協同組合法第３条に規定する事業協同組合、事業協同小

組合及び信用協同組合のうち、市内に住所を有する者 

・地域住民を主体とした施設の管理運営等のために、地域住民を中心

５ 
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に設立された団体 

※共同事業体の場合は、代表団体が市内中小企業等であること。 

 

(2)本市重要施策を 

踏まえた応募団

体の取組状況 ※ 

障害者雇用率が法定雇用率を超える団体 ２ 

ワークライフバランス及び男女共同参画の推進 

 

・次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画の策定 

・女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく一般事業

主計画の策定 

・次世代育成支援対策推進法による認定、女性の職業生活における活

躍の推進に関する法律に基づく認定又はよこはまグッドバランス

企業の認定 

 

 

・JVの場合は、代表企業の各項目の該当の有無で判断 

３ 

(3)第４期の管理運

営の実績（第４期の

指定管理者のみ） 

実績が良好であるか。 

 

－５ 

～ 

10 

(4)自主事業の計画 
利用者の多様なニーズに対応し、サービス向上に資する、具体的か

つ意欲的な自主事業計画を示されているか。 

５ 

合計 128 

 

 

５ 応募者の制限の確認 

  公募要項に定める「応募者の資格」「欠格事項」「応募者の失格」について、該当のない

ことを確認しました。 

 

【公募要項 21 ページ ５ 公募及び選定に関する事項 (5)資格要件及び欠格事項について】 

 

ア 資格要件 

法人その他の団体、又は複数の法人等が共同する共同事業体であること（法人格は不要。

ただし個人は除く。） 

イ 欠格事項 

次に該当する団体は、応募することができません。 

(ｱ) 法人税、法人市民税、消費税及び地方消費税等の租税を滞納していること 

(ｲ) 労働保険（雇用保険・労災保険）及び社会保険（健康保険・厚生年金保険）への加入

の必要があるにも関わらず、その手続を行っていないこと 

(ｳ) 会社更生法・民事再生法による更生・再生手続中であること 

(ｴ) 指定管理者の責に帰すべき事由により、本市又は他の地方公共団体から２年以内に指

定の取消を受けたものであること 

(ｵ) 地方自治法施行令第 167条の４の規定により、横浜市における入札参加を制限されて

いること 

(ｶ) 選定評価委員が、応募しようとする団体の経営又は運営に直接関与していること 

(ｷ) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77号）

第２条第２号に規定する暴力団をいう。）又は暴力団経営支配法人等（横浜市暴力団排

除条例（平成 23 年 12月横浜市条例第 51号）第２条第５号に規定する暴力団経営支配
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法人等をいう。）であること 

※本項目については、提出された「役員等氏名一覧表（様式３）」により、横浜市から神

奈川県警察本部に対し調査・照会を行います。 

(ｸ) ２年以内に労働基準監督署から是正勧告を受けている場合においては、必要な措置の

実施について労働基準監督署に報告済みでないこと 

 

コ 応募者の失格 

応募者が次の事項に該当した場合は、失格となることがあります。 

(ｱ) カからケまでの禁止事項に該当するなど、本公募要項に定める手続を遵守しない場合 

(ｲ) 応募書類に虚偽の内容を故意に記載した場合 

 

 

６ 応募団体（１団体） 

横浜市スポーツ協会・横浜エクセレンス共同事業体 

 

 

７ 選定結果 

  選定委員会において厳正な審査を行った結果、次の団体を指定候補者と決定しました。 

 

順位 団体名 

指定候補者 横浜市スポーツ協会・横浜エクセレンス共同事業体 

 

＊得点 

 選定の評価基準 配点 指定候補者 

１ 団体の状況 45点 44点 

２ 施設の平等・公平な利用の確保について 50点 48点 

３ 施設の効用の最大限発揮 100 点 92点 

４ 本市の重要施策を踏まえた取組 30点 28点 

５ 管理運営経費 110 点 100 点 

６ 施設管理 50点 48点 

７ 安全管理 45点 43点 

８ 地域との協力 70点 68点 

９ モニタリング 15点 14点 

10 加減点項目 -25～+125 点 82点 
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合計  
640 点 

(-25+125点) 
567 点 

 

 

８ 審査講評 

指定候補者（横浜市スポーツ協会・横浜エクセレンス共同事業体） 

  第５期の指定管理者の公募では、現指定管理が（株）横浜エクセレンスとの共同事業体

として応募がありました。現指定管理者は、当期の管理運営の実績も良好で、加減点項目

では、50点満点中、45点の評点となりました。そこに、プロスポーツクラブ団体が共同事

業体として加わることにより、更なる多彩なイベントや教室の開催を大いに期待していま

す。 

  また、新規事業として、「パラスポーツのすすめ」の発行、個人利用の種目の工夫、横

浜エクセレンスによる出張バスケ・チアダンス教室開催、多様な利用者への配慮として更

衣室の設置などソフト面、ハード面でも新たなことにチャレンジしていく姿勢が高く評価

されました。 

  全体的に魅力的な提案でしたので、共同事業体として積極的に提案事項に取り組んでい

たくことを期待しています。 

 

９ 総評 

    １団体からの応募があり、選定委員会でプレゼンテーションの後、議論・審査した結果、

委員５人の合計点が640満点中567点で、加減点項目を除くと515満点中485点の評点となり、

得点率が94.2％と非常に高得点を取得する結果となりました。少子高齢化の進む金沢区に

おいても、区民のスポーツ振興・心身の健康を支援するスポーツセンターの役割は非常に

重要です。地域活動を積極的に実施しているプロスポーツクラブ団体と共同事業体で運営

することにより、さらに幅広い地域団体とつながりを持ち、多様な利用者のニーズに応え

るような連携事業に積極的に取り組んでほしいと思います。 

  また、複数の委員から、学校での部活動の縮小や廃止の動きがある中で、子供たちにとっ

て、スポーツセンターの存在意義が今後ますます大切になってくるとのご意見がありまし

た。今後のイベントや教室を開催するうえでの参考としていただければと思います。 

最後に、委員より、施設が非常に清潔に保たれているとのご意見がありました。ホスピ

タリティが高い職員の方々が働いていることが伺えます。良い点は、引き続き継続して実

施していただくよう、お願いします。 
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